
の政策分野に比べて国民の期待が従来から高く、近年最も高い期待が持たれている（「国民  

生活に関する意識調査」等により）社会保障関連施策（「国民生活に関する意識調査」等に  

よる）の企画・立案に直結する当該研究事業を推進することは、国民のニーズに合致して  

いる。国民の安心と生活の安定を支える持続可能な社会保障制度の構築に資する研究成果  

が期待できる本研究事業は、「社会・国民に支持される科学技術」として必要なものである。  

（2）効率性（貴用対効果にも言及すること）   

公募課題は、省内関係部局と調整の下、様々な視点から見て真に施策に必要で緊急性の  

高いものが取り上げられている。さらに、有識者による学問的観点及び行政担当者による  

行政的観点をあわせた適切な事前評価・中間評価により、効率よく、優れた研究成果が導  

かれている。  

（3）有効性   

公募課題決定、研究採択審査、研究実施の各段階において省内関係部局から意見を聴取  

する等、積極的な連携により、施策との関連の高い課題を優先的に実施している。また、  

平成18年度から若手育成型研究を導入したことは、長期的な視点で当該分野の若手人材を  

育成するという観点から評価できる。  

（4）計画性  

本研究事業の研究課題は、短期の問題解決型と、長期的な施策立案を図る上での基礎資料  

を蓄積するものに二分でき、前者については喫緊の問題に対応する課題を選定し、後者に  

ついては研究成果が活用される時期を見込んだ長期的視野による課題設定を行っている。  

また、中間評価により、必要に応じて研究内容の見直しや継続不可とすることで、研究費  

の計画的かつ有効な活用が図られている。   

（5）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）の研究開発目標、成果目標の達成状況  

「少子化社会対策大綱」（平成16年6月4日間議決定）を受けて策定された、「少子化社会  

対策大綱に基づく重点施策の具体的実施計画について」（子ども・子育て応援プラン）に  

おいて、若者の自立、仕事と家庭の両立支援、家庭の役割、子育ての新たな支え合い等に  

関する具体的施策内容と目的が掲げられており、これは分野別推進戦略（第3期科学技術基本  

計画）における「重要な研究開発課題」が目指している目的に合致するものである。また、201  

0年までに、医療のけ化に対応した効率的で質の高い統計調査の手法を確立するため、医  

療のけ化が進んだ状況を想定し、統計調査の項目の設定や、分析手法について研究を行っ  

ている。当該研究事業は、計画性を持って実施されており、今後も研究開発目標、成果目標の達  

成を目指して、研究を推進していくこととする。  
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（6）その他   

平成16年7月から18回にわたる議論を経て、社会保障の在り方懇談会が提出した報  

告書において、社会保障制度を持続可能なものにするためには、予防や自立支援に重点を  

置き、健康寿命や労働寿命を延ばして社会保障への需要そのものを抑制する努力が不可欠  

としている。また、2006年度の「経済財政運営の基本方針（骨太の方針）」においては、  

少子高齢化に対応し、「税t財政」を視野に入れた社会保障制度を一体的に見直すとされて  

おり、社会保障全般に関する包括的な研究について、当該研究事業においても継続的に推  

進していく必要がある。  

3．総合評価  
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に活用されている点で評価できる。さらに、中長期的観点に立った社会保障  

行う上で必要な基礎的な理論、データを蓄積する役割も担っており、本研究  

国民に支持され、その成果は現在の国民だけでなく、将来の国民にも還元される  
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価できる。なお、今後の事業推進にあたり、研究成果のより  

留意するとともに、今後とも一層の事業の充実が必要である。  

4．参考（概要図）  

政策科学総合研究事業概要図  

‖些  



1－2）社会保障国際協力推進研究領域  

1－2－1）社会保障国際協力推進研究  

（分野名）行政政策研究分野  

（研究経真名）社会保障国際協力推進研究経費  

事業名   社会保障国際協力推進研究事業   

主管部局（課・室）   大臣官房国際課   

事業の運営体制   大臣官房国際課の単独運営   

関連する「第3期科学技術基本計画における壁念と政策目標（大目標、中目標）  

理念   健康と安全を守る   

大目標   生涯はつらつ生活   

中目標   誰もが元気に暮らせる社会の実現   

1．事業の概要  

（1）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）で関係する「重要な研究開発課題」  

重要な研究開発課題   ・ライフサイエンスが及ぼす社会的影響や、社会福祉への活用に関  

する研究開発   

研究開発目標   02010年までに国連ミレニアム開発目標（MDGs）で示された以下  

の目標の達成にいたる方法論について新たな知見を得て、とりまとめ  

る。   

成果目標   ◆2015年頃までにWHO等の国際機関に対する主要分担金負担国  

たる我が国の国際社会への貢献を確固たるものにし、健康政策につ  

いて国際的な影響力を確保する。   

（2）事業内容（継続）   

社会経済開発の基礎となる社会保障分野での国際協力をより重点的・戦略的に推進していくた  

めには、特に、国際機関へのメジャードナーとしての視点、二国間援助の実施主体としての視点、  

経済・科学技術・社会保障制度先進国としての視点に基づいた研究を実施し、こうした研究成果  

に基づいて広い視野、歴史的視点に立った国際協力ヘの取組みが求められている。以下に研究  

事例をあげる。  

（継続）社会保障分野に関する国際協力のあり方に関する研究   

WHO西太平洋地域事務局戦略［PatientCenteredApproach］に積極関与  

（継続）国際保健における社会的健康決定因子に関する政策的取り組みの立案・実行一評価に関  

する研究   

WHO本部戦略［SocialDeterminantofHea］th］への積極関与  

（新規）国際機関への拠出のあり方に関する研究  
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国際機関への戦略的拠出（拠出分野、拠出方法等）  

（新規）国際保健戦略立案におけるナレッジマネジメント方策に関する研究   

国際保健分野における知識t情報・ノウハウの共有・有効活用  

（3）関連事業（関連事業所管課）との役割分担  

関連事業なし。  

（4）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）における「戦略重点科学技術」及び「重要な研究  

開発課題」との関係  

「重要な研究開発課題」の「ライフサイエンスが及ぼす社会的影響や、社会福祉への活用に関  

する研究開発」に関連し、本研究事業はより効果的・効率的な保健衛生分野における国際協力を  

実施することにより、世界の保健政策への貢献とプレゼンスを維持・強化することを目標としてい  

る。我が国は経済・科学技術t社会保障制度先進国であり、WHO等の国際機関へのメジャードナ  

ー国であると同時に、ニ国間援助を積極的に実施してきた。国際協力事業を効果的・効率的に実  

施し、世界トップクラスの健康水準を誇る我が国の経験・知見を活用したイニシアティブを発揮す  

ることにより、我が国の国際社会への貢献を確固たるものにし、健康政策について国際的な影響  

力を確保することを目指す。  

（5）予算額（単位：百万円）  

H15   H16   H17   H18   H19   

49   45   39   27   （未確定値）   

（6）研究事業の成果   

これまで、本研究事業では「多国間協力事業の進捗管理および評価手法のあり方に関する研  

究（H16－18）」「我が国ゐ国際協力を担う人材育成に関する研究（H15－16））といった社会保障分野  

の国際協力のニーズの高まりに応えるための研究を行い、過去の保健衛生分野における国際協  

力事業の分析や、新たな課題への効果的な取り組み手法の開発等、保健衛生分野における今  

後の我が国の国際協力の推進に貢献するための研究成果をあげてきた。  

2．評価結果  

（1）必要性   

下記2つの理由より、社会安全保障分野特に保健衛生分野に関する国際協力を実施していく  

ための本研究事業にはその必要性が認められると考えられる。  

①wHOへの分担金拠出額が第2位であり、さらに世界最高水準の健康を維持する我が国は、  

世界の保健衛生を改善するため相当の国際協力を行い、またWHO等の国際機関におけるプレ  

ゼンスを確固たるものにする必要がある。  
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②我が国の厳しい財政状況に鑑み、限られたリソースを、より効果的・効率的に活用する必要  

がある。  

（2）効率性（責用対効果にも言及すること）   

本研究事業は、予算額としては小規模であるが、本研究事業を通じ、上記（1）に掲げる必要性  

を満たす研究結果を得ることができれば、我が国のWHO等の国際機関におけるプレゼンスの向  

上、さらには世界人類の保健衛生状況の改善に貢献し、その費用対効果は非常に高いと考えら  

れる。  

（3）有効性   

当該事業は、効果的な国際協力の実施のために、効果的な国際協力推進システムの構築を  

事業の目的にしている。具体的に期待される成果としては、わが国のWHO・UNAIDS等への戦略  

的拠出を行うことで国際協力をより効果的一効率的なものとすることに貢献すること、また、WHO  

が主導するイニシアチブのうち、患者中心の医療や社会的健康因子の研究に関与することで、我  

が国がこれまでに蓄積した経験・知見を活用し、我が国のイニシアティブ発揮に貢献すること等が  

期待される。  

（4）計画性   

国際協力の効果的な実施に資する各種調査研究を実施することにより得た成果により、保健  

衛生分野の国際協力の施策へ反映させる。  

（5）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）の研究開発目標、成果目標の達成状況   

これまで本研究事業を通じて、多国間協力事業の評価手法、世界最高の健康水準を維持する  

我が国の知見と経験の発信一我が国の国際協力を担う人材育成に資する研究など、WHOへの戦  

略的支援、我が国発由イニシアティブの実現に資する研究が実施され、ひいては研究開発目標  

に含まれる保健MDGsの達成、成果目標に含まれるWHO等の国際機関に対する貢献を確固た  

るものにし、健康政策について国際的な影響力を確保することに貢献している。  

（6）その他  

特記なし。  

3．総合評価   

世界の保健衛生分野ではエイズ、結核、マラリア、インフルエンザ等の感染症、生活習慣病、  

母子保健がアジア、アフリカの多くの国で未だ解決されず、さらにはそれを支える社会保障制度  

の充実が求められ、保健MDGsを達成するためには一層の努力が必要とされている。一方、我が  

国は資金面においてWHOへのメジャードナー国であり、保健衛生分野一社会保障制度において  
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先進国であり、これまで保健衛生分野の国際協力に尽力してきた。しかしながら、必ずしもWHO  

等の国際機関における我が国のプレゼンスやイニシアティブは充釧ニアビールしていない。今後  

は本研究事業を通じ、厚生労働省の政策に直接結びつく目的指向型研究を推進し、研究結果の  

活用を明確にした、重点的な配分を十分に検討する必要があると考えられる。また、当該事業の  

研究を行ってきた大学や研究所等との協力により、今後適切な産学官の事業を推進する体制に  

つなげることを期待している。   

当該事業を継続するに当たり、研究課題の新陳代謝を図り、また、その時々の政策課題に適  

時適切に対応するため、毎年、一定の新規課題が選択採択されるよう各研究課題の周期を調整  

していくことに留意する必要があると考えられる。  

4．参考（概要図）  
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1－2－2）国際医学協力研究  

（分野名）行政施策研究分野  

（研究経費名）国際医学協力研究経費  

事業名   国際医学協力研究事業   

主管部局（課・室）   大臣官房厚生科学課   

事業の運営体制   日米医学協力計画専門部会関係課室との共同運営  

（大臣官房国際課、健康局総務課生活習慣病対策室、疾病対策  

課、結核感染症課、医薬食品局食品安全部企国情報課検疫所  

業務管理室）   

関連する「第3期科学技術基本計画における理念と政策目標（大目標、中目標）  

理念   健康と安全を守る   

大目標   生涯はつらつ生活  

安全が誇りとなる国   

中目標   誰もが元気に暮らせる社会の実現  

暮らしの安全確保   

1．事業の概要  

（1）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）で関係する「重要な研究開発課題」  

重要な研究開発課題   一 感染症の予防・診断・治療の研究開発   

研究開発目標   02015年頃までに、国民の健康を脅かす新興暮再興感染症につい  

て、国民に対する適切な医療の確保への道筋をつけるべく、予防・診  

断方法の確立や治療法の開発を実現する。   

成果目標   ◆2015年頃までに、エイズ・肝炎や鳥インフルエンザ、SARSなどの  

新興・再興感染症に対する国民に適切な医療を痙供する。   

（2）事業内容（継続）   

昭和40年の佐藤総理大臣と米国ジョンソン大統領の共同声明に基づき、アジア地域にまん延  

している疾病に関し、日米両国が共同で研究を行うこととして、閣議了解により日米医学協力計  

画が発足した。現在、結核、コレラ、エイズ、ウイルス性疾患、寄生虫疾患、栄養一代謝等の10の  

専門部会を設置し、それぞれの専門部会において取り組むべき課題について日米共同でガイドラ  

インを策定し、これに基づき両国において研究を行っている。  

（3）関連事業（関連事業所管課）との役割分担  

関連事業なし  
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（4）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）における「戦略重点科学技術」及び「重要な研究  

開発課題」との関係  

本事業はアジア地域にまん延する疾病に関する研究を行っているが、その中で感染症は重要  

な課題となっている。本事業はアジア地域に着目しているが、研究成果は我が国の感染症対策に  

も寄与するものであり、重要な研究開発課題「感染症の予防・診断・治療の研究開発」に関連する  

とともに、戦略重点科学技術「新興・再興感染症克服科学技術」に示された地球規模問題への貢  

献の一端を担うことが期待される。  

（5）予算額（単位：百万円）  

H15   H16   H17   H18   H19   

190   171   167   167   （未確定値）   

（6）研究事業の成果   

アジア地域において問題となっている感染症の予防及び治療に向けた治療薬やワクチン等の  

開発に資する分子レベルの探索等の基礎研究及び疫学調査、アジアにおける生活習慣病に関す  

る疫学調査等が実施された。これまでに実施された疫学調査において、サーベイランスシステム  

が不十分な国の感染源が判明するなど、これらの研究成果は、今後の予防・治療方法の開発に  

つながるものであり、我が国のみならずアジア地域の人々の健康維持・増進に寄与することが期  

待される。国際協力・貢献の観点からも意義あるものである。  

2．評価結果  

（1）必要性   

日米医学協力計画発足以来約40年間、我が国と米国が共同でアジア地域の疾病の研究を行  

うことにより、我が国を含むアジア地域の保健医療の向上に貢献するとともに、米国と共同研究を  

行うことにより我が国ゐ研究者の育成にも寄与してきた。我が国はアジアの牽引役として、今後と  

もアジア地域を中心とした医学の進展に貢献していく必要があり、当該事業は我が国の国際協  

力・貢献の「つとして機能するものである。  

（2）効率性（責用対効果にも言及すること）  

本事業が取り組むべき課題が多岐にわたる中で、緊急性や重要性に鑑み集中的に取り組むべ  

き課題を抽出し、5カ年ごとに計画を策定するとともに、日米両国の日米医学委員が研究の実施  

状況等について評価、助言を行っており、効率的な実施が図られている。なお、限られた予算の  

中で異なる9分野の課題を実施しており、費用対効果は高いと考える。  

（3）有効性  

1．（6）の研究事業の成果の項にも示したとおり、本研究事業はアジア地域の保健衛生の向上  
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に貢献し得るものである。また、アジア地域の研究者と共同研究を行うことにより、現地の状況を  

反映した研究及び研究者の育成が図られる。  

（4）計画性   

日米医学協力委員会において、各専門部会が取り組むべき課題及び期待される成果について  

5年ごとの計画をガイドラインとして定め、日米両国の専門部会がこのガイドラインに従って研究  

計画を策定し、計画的に研究を推進している。  

（5）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）の研究開発目標、成果目標の達成状況  

新興・再興感染症の予防・治療法の開発につながることが期待される基礎研究を中心とした成  

果を着実に上げている。  

（6）その他  

特記なし  

3．総合評価  

本事業は、我が国の国際貢献として果たす役割も大きく、行政的意義は高い。また、米国の研  

究者と連携し研究活動がなされていることは我が国にとっても有効かつ有益である。これまでの  

実績を踏まえ、より実用的な成果が得られるよう引き続き推進していく必要があると考える。  

4．参考（概要図）  

日米医学協力計画  

本1凝刀計膣‖ま、アシア地域に言．  
が残されていることにかんがみ、  

ノ辿している疾病に関して、いまだ禾宋Ⅲの分野は多々あり、研究の呆碓  
これらの疾病に関する研究を、日米両国共同して行うことを目的とする  

志望蘭学腸管惑‖結核・蒜㌘ン病l⊆ ウイノ諾疾患】  】エイズ部会l     l    ●コレラ軋那出血性  悟空ヨ   【するワクチン開発など  ・アジアにおけるHt＞ 怒染の分子疫学的研 究 tHl＞感染者の進行阻 止法、治療法の開発 など   
憬弼引率－    損壊ゲノミクス・発ガン  部会      l免疫部門】巨 l 完諾省により畑 姦品宗芸霊芸讐豊臣 言イションの研究な∈      ・疫学的調査による環境 中尭がん要医lの把‡屋 ・発がん要医】の遺1云的背 真の解明など  
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事業名   厚生労働科学特別研究事業   

主管部局（課・室）   大臣官房厚生科学課   

関連する「第3期科学技術基本計画における理念と政策目標（大目標、中目標）  

理念   健康と安全を守る   

大目標   安全な誇りとなる日本   

中目標   暮らしの安全確保   

1．事業の概要  

（1）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）で関係する「重要な研究開発課題」  

重要な研究開発課題等のうち、厚生労働省が所管する研究事業に関係するもの全て。  

（2）事業内容（継続）   

社会的要請の強い諸課題に関する必須もしくは先駆的な研究を支援して、当該課題を解決す  

るための新たな科学的基盤を得ることを目的としている。厚生労働科学研究においては、新たな  

感染症の発生など、極めて緊急性が高く、社会的な要請の強い諸問題について研究を行う必衰  

がある。また、各事業の一般公募型の研究課題になじみにくく、社会的要請の高い研究課題につ  

いて、特別研究を実施する場合がある。  

（3）関連事業（関連事業所管課）との役割分担   

当該課題については、各部局の関連事業所管課が提案し、大臣官房厚生科学課において、ヒ  

アリング及び事前評価委員会の評価結果を踏まえ選定している。各事業内容を精査した後は、効  

率的な運用の観点から、所管課において研究事業に係る補助金執行及び研究進捗管理等を行  

っている。  

（4）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）における「戦略重点科学技術」及び「重要な研究  

開発課題」との関係  

厚生労働科学研究の中でも、緊急性が高く、社会的な要請の強い研究課題について、機動的に  

研究を行うための事業であり、課題に応じて厚生労働省が所管する研究事業に関する全ての「戦  

略重点科学技術」及び「重要な研究開発課題」との関係があり得る。  
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（5）予算額（単位：百万円）  

H15   H16   H17   H18   H19   

387   352   350   303   （未確定値）   

（6）研究事業の成果   

平成17年度の研究成果として、石綿曝露を受けた労働者に対する健康管理の在り方、早期診  

断に必要な検査項目、有効な治療法、将来予測やC型肝炎対策の一環として、エビデンスに基づ  

く診療ガイドライン及び治療の中断防止ガイドラインを策定する等、緊急性の高い課題について、  

行政施策との関連性が高く、かつ、医療現場のニーズに対応した実効性の高い研究成果が効果  

的に出されている。  

2．評価結果  

（1）必要性  

本研究事業は、国民の健康一安全に係る緊急性のある行政課題lこついて、迅速、かつ、科学的  

に対応することができるため、社会のニーズヘ適合していることに加え、政策・施策の企画立案・  

実施上極めて必要性が高い。  

（2）効率性（重用対効果にも言及すること）  

本研究事業の特性上、研究期間は1年以内であるが、「厚生労働省の科学研究開発評価に関  

する指針」を踏まえ、本研究事業に関する評価指針を策定し、専門家による事前評価を実施して  

いる。また、研究ヒアリングを実施し、研究の緊急性、目的の妥当性、行政的意義及び関係課と  

の分担・連携及び他研究事業との重複等についても確認した上で、評価結果に基づく研究真の  

配分を実施しており、極めて効率的に実施されている。   

なお、短期間ではあるが、政策に反映しうる研究成果が数多く出されており、その章用対効果  

の妥当性は高いと言えるこ  

（3）有効性   

本研究事業は、緊急性に基づき採択され、短期間で現実的な目標達成をすることが求められ  

ることから、有効性は高いと言える。また、研究成果は政策・施策へ反映することを意図している  

ため、社会的、専門的・学術的な波及効果も大きい。  

（4）計画性  

本研究事業は、緊急性が高い研究課題に対する研究経費であることから、具体的な目標を明  

示しつつ、推進体制の適切性、関係課との分担・連携、実施方法の妥当性等を、検討しながら採  

択しており、緊急性の高い研究経費ながら計画性を担保している。  
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（5）分野別推進戦略（第3期科学技術基本計画）の研究開発目標、成果目標の達成状況   

当該事業で実施された研究課題の成果については、各課題を所管する課で行っている研究事  

業の成果と合わせて、分野別推進戦略の研究開発目標及び成果目標の達成に貢献することとな  

る。  

（6）その他  

3．総合評価   

厚生労働科学特別研究は、緊急性の高い課題について、極めて効果的に事業が実施されてい  

る。今後とも、新規に出てくる国民の健康■安全に係る緊急課題や社会的ニーズの高い課題につ  

いて迅速に対応していく必要がある。   

今後とも、一層の予算確保に努めると共に、行政的に重要な研究を、適切に実施する体制とす  

ることが望ましい。   




